
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度新規事業及び拡充事業等について 
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        平成２６年度 新規事業及び拡充事業等   障害企画課 管理班 

NO 事 業 名 区分 事 業 概 要 新 規 又 は 拡 充 内 容 実 施 時 期 

１ 第３次障害者計画及

び第４期障害福祉計

画策定 

新規 本市の障害者福祉に関する施策

を総合的かつ計画的に推進する

ため、障害者基本法に基づく第

3 次障害者計画及び障害者総合

支援法に基づく第 4 期障害福祉

計画を策定する。 

 

計画期間 平成 27 年度～平成 29 年度 

障害者計画、障害福祉計画を統合して作成する。 

 

○ 作製予定部数 

計画書（本編）          ４５０部 

同  （概要版）         ８００部 

同  （概要点字版）        ５０部 

 

平成２６年度 

（時期未定） 

 

２ 高浜第二小学校跡施

設整備 

新規 高洲・高浜・磯辺地区学校跡施

設の利用方針に基づき、高浜第

二小学校跡施設を療育センター

ふれあいの家の一部移転及び障

害福祉サービス事業所として貸

し付けるにあたり、改修工事の

ための実施設計を行う。 

 

校舎跡施設利用方針 

・障害福祉サービス事業所（1 階一部）1,367 ㎡ 

・療育センターふれあいの家（1 階一部、2 階）2,329

㎡ 

・千葉大学サテライトキャンパス（3 階）1,654 ㎡※ 

 ※資産経営課所管 

 

平成 26 年度 実施設計 

平成２６年度 

（時期未定） 

管理班 

施設班 

３ 療育センター管理運

営 

拡充 障害児（者）の療育及びリハビ

リテーションなどの総合施設

「療育センター」の管理運営を

行う。 

１ 療育相談所 

  心理判定員、言語聴覚士の増員（4人→8人） 

 

２ 障害児相談支援事業所 

  相談支援専門員の配置 4人 

 

平成 26 年 4 月か

ら 
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        平成２６年度 新規事業及び拡充事業等   障害企画課 施設支援班 

NO 事 業 名 区分 事 業 概 要 新 規 又 は 拡 充 内 容 実 施 時 期 

１ 喀痰吸引等研修促進 新規  喀痰吸引等の医療的ケアを行

えるヘルパーなどを養成するた

め、研修受講費用の一部を助成

する。 

（１）対象  

千葉市在住障害者に対して医療的ケアを実施する

ヘルパー等が受講する研修（第３号研修） 

（２）助成金額  

研修受講費用の半額と補助基準額を比べどちらか

安い方を助成する。（※基本研修と実地研修のいず

れか一方） 

[補助基準額] 

基本研修 5,000 円 

実地研修 2,500 円 

平成２６年度 

２ 障害福祉サービス事

業所開設支援 

新規  新たに、障害福祉サービス事

業所への参入を予定している事

業主や個人を対象に、事業者育

成や事業所開設のための講座

（障害者支援版起業塾）を開催

する。 

（１）対象 

障害福祉サービス事業所等設置を検討している者等 

（２）講座内容（予定） 

  障害福祉サービス事業の基準・報酬等 

  資金計画・職員確保の方策   等 

   

平成２６年度 

３ グループホーム等の

整備 

拡充  障害者の地域移行を促進する

ため、その生活の拠点となるグ

ループホームを整備する社会福

祉法人等に対し工事費等の補助

を行う。 

○拡充内容 

 新築、改修費助成 ３件 

 

 

平成２６年度 
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        平成２６年度 新規事業及び拡充事業等   障害企画課 地域支援班 

NO 事 業 名 区分 事 業 概 要 新 規 又 は 拡 充 内 容 実 施 時 期 

１ 計画相談支援 

体制整備助成 

新規  相談支援事業所に対し、障害

福祉分野の人材育成を委託す

る。 

 地域の無業者を指定特定相談事業所等で雇用し、サー

ビス等利用計画の作成補助のほか、障害福祉サービス事

業所等の関係機関との調整補助等を通じて、相談業務や

障害福祉サービスに関する知識及び実務経験を獲得さ

せ、将来的に相談支援事業を担う人材として育成するこ

とにより、障害福祉分野における人材を確保する。 

平成２６年度中 

 



4 
 

        平成２６年度 新規事業及び拡充事業等   障害者自立支援課 育成班 

NO 事 業 名 区分 事 業 概 要 新 規 又 は 拡 充 内 容 実 施 時 期 

１ 障害者職場実習事業 新規 障害者の企業での一般就労の

支援、及び企業における障害者

雇用の促進を目的に、障害者職

場実習事業（一般就労を希望す

る障害者に対する企業での職場

実習）を実施する。 

○実施方法 

（１）企業での一般就労を希望して相談に来た障害者の

うち、企業での職場実習による支援が適当と判断さ

れた方について、障害者雇用を検討している企業で

実習を行う。 

（２）実習期間は最大で２０日間。 

（３）実習期間中は、週１回程度、障害者自立支援課の

職員（障害者職業能力開発プロモーターもしくは担

当職員）が実習先を訪問し、必要な助言等を行う。 

（４）実習終了後に、実習の振り返りを行い、就職後は

職場定着に向けての支援を引き続き実施する。 

（５）実習を受け入れた企業へは、一人につき１日

2,000 円の奨励金を支払う。 

平成２６年４月 



5 
 

        平成２６年度 新規事業及び拡充事業等   障害者自立支援課 福祉班 

NO 事 業 名 区分 事 業 概 要 新 規 又 は 拡 充 内 容 実 施 時 期 

１ 手話通訳者養成事業 新規 聴覚障害者の福祉の向上を図

るため、聴覚障害者の自立と社

会参加の担い手となる手話通訳

者を養成する。 

手話通訳に必要な技術等を指

導する講座を開催する。 

 

（１） カリキュラム内容 

  千葉県聴覚障害者センターに手話通訳者としての登

録を目指す。 

① 手話奉仕員養成講座 （2 年） 

② 手話通訳者養成講座Ⅰ（1 年） 

③ 手話通訳者養成講座Ⅱ（1 年） 

④ 手話通訳者養成講座Ⅲ（1 年） 

 平成２６年度は、①の前期部分の養成講座を実施。 

①～④を経て、登録試験受験資格を取得。合格者が

千葉県聴覚障害者センターに登録される。 

（２）定員 

  ２０名（予定） 

（３）対象者 

  市内に居住し、又は勤務する者で、聴覚障害者の福

祉に理解と熱意を有する者  

平成２６年４月 

障害者自立支援課 

福祉班 
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２ 盲ろう者向け通訳・

介助員養成研修事業 

新規 盲ろう者の自立と社会参加の

担い手となる通訳・介助員を養

成する。 

点字又は手話の知識を有する

者に対して、盲ろう者に対する

通訳及び移動支援方法等、必要

な技術を指導する講座を開催す

る。 

 

※ 本事業は、千葉県・船橋

市・柏市・千葉市が、協定

を結び、共同で事業を実施

する。 

 

（１）カリキュラム内容 

 ① 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修 

「ＮＰＯ法人千葉盲ろう者友の会」登録通訳・介

助員を目指す。 

   ・講義、実技 

 ② 盲ろう者向け通訳・介助員現任研修 

「ＮＰＯ法人千葉盲ろう者友の会」に登録してい

る通訳・介助員に対し、より専門的な知識・技術

等を指導する。 

   ・講義、実技、演習 

（２）定員 

 ① ２０名（予定） 

 ② ４０名（予定） 

（３）対象者 

① 県内に居住し、又は勤務する者で、盲ろう者の福

祉に理解と熱意を有する者 

② 「ＮＰＯ法人千葉盲ろう者友の会」盲ろう者向け

通訳・介助員登録名簿に登録されている者 

 

 

 

 

平成２６年４月 

障害者自立支援課 

福祉班 
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３ 盲ろう者向け通訳・

介助員派遣事業 

新規 盲ろう者の自立と社会参加を

促進することを目的に、情報保

障及び移動等の介助を行うた

め、盲ろう者に通訳・介助員を

派遣する。 

 

※ 本事業は、千葉県・船橋

市・柏市・千葉市が、協定

を結び、共同で事業を実施

する。 

 

（１）派遣対象者 

下記の条件をすべて満たす者  

① 県内に居住する者 

② 視覚障害又は聴覚障害の程度が４級以上に該当

し、視覚障害と聴覚障害との重複による障害程度

が１級又は２級に該当する者 

（２）利用者負担 

原則として無料。ただし、派遣場所から利用者と同

行しての通訳・介助員の交通費や施設利用料等は、利

用者の負担とする。 

（３）申請窓口 

「ＮＰＯ法人千葉盲ろう友の会」（千葉聴覚障害者

センター内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年４月 

障害者自立支援課 

福祉班 

 

 


